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ワン
ポイント

（葉月）AUGUST

11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8 月 の 税 務 と 労 務

8 2023（令和5年）

国税庁適格請求書発行事業者公表サイト　受領したインボイスに記載された「登
録番号」が取引時点で有効なものかどうかは、国税庁適格請求書発行事業者公表サ
イトで確認できます。登録番号で検索すると、法人や個人事業者の主たる屋号、登録・
取消・失効年月日、事務所の所在地などが確認でき、データのダウンロードも可能です。

国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月10日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 8月31日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 8月31日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合）� 8月31日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
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8 月号─2

　

令
和
５
年
度
税
制
改
正
で
見
直
さ

れ
た
「
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
」

と
「
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
」
を

取
り
上
げ
ま
す
。
こ
の
税
制
は
、
一

定
の
個
人
事
業
主
も
適
用
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
法
人
に
つ
い

て
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

一　

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制　
　

⑴　

制
度
の
概
要

　

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
は
、
一

定
の
機
械
装
置
な
ど
の
取
得
や
製
作

な
ど
を
し
た
場
合
に
、
特
別
償
却
や

税
額
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

制
度
で
す
。

　

こ
の
制
度
を
適
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
事
業
者
は
、
青
色
申
告
書
を
提

出
す
る
中
小
企
業
者（
下
図
参
照
）・

農
業
協
同
組
合
等
・
商
店
街
振
興
組

合
で
す
。
な
お
、
資
本
金
の
額
又
は

出
資
金
の
額
が
３
０
０
０
万
円
を
超

え
る
法
人
は
、
税
額
控
除
を
適
用
す

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

⑵　

対
象
と
な
る
資
産

　

制
度
の
対
象
と
な
る
資
産
は
、
指

定
期
間
内
に
取
得
し
た
新
品
の
資
産

で
、
一
定
の
金
額
以
上
の
機
械
装
置

や
工
具
、
一
定
の
条
件
を
満
た
す
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
な
ど
で
す
。
た
だ
し
一

定
の
船
舶
を
除
き
、
貸
付
用
の
資
産

は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

⑶　

特
別
償
却
限
度
額
・
税
額
控
除

限
度
額

　

特
別
償
却
を
適
用
す
る
場
合
の
償

却
限
度
額
は
、
取
得
価
額
の
30
％
で

す
。
な
お
船
舶
に
つ
い
て
は
、
取
得

価
額
に
75
％
を
乗
じ
た
金
額
の
30
％

が
償
却
限
度
額
に
な
り
ま
す
。

　

税
額
控
除
を
適
用
す
る
場
合
の
税

額
控
除
限
度
額
は
、
取
得
価
額
（
船

舶
の
場
合
は
取
得
価
額
に
75
％
を
乗

じ
た
金
額
）
の
７
％
で
す
。
な
お
控

除
上
限
は
、
中
小
企
業
経
営
強
化
税

制
の
控
除
税
額
と
の
合
計
で
法
人
税

額
の
20
％
相
当
額
で
す
。
20
％
を
超

え
た
場
合
、
超
え
た
金
額
は
そ
の
事

業
年
度
で
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、

翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
さ
れ
ま
す
。

図　中小企業者の範囲

※１：大規模法人とは、次の①〜④に該当する法人をいいます。
　　①資本金又は出資金の額が1億円を超える法人
　　②資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人を超える法人
　　③	大法人（資本金又は出資金の額が5億円以上の法人など一定の法人）による完全支配関係がある法人
　　④	100％グループ内の複数の大法人に発行済株式又は出資の全部を直接・間接に保有されている法人
※２：適用除外事業者とは、次の算式で計算した金額が15億円を超える法人

　　　　その事業年度開始の日前3年以内に終了
　　　　した各事業年度の所得金額の合計額　　　　×12　　　　　　上記の各事業年度の月数の合計数

資本金又は出資金の額が 1億円以下の法人 資本又は出資を有しない法人

適用除外事業者（※ 2） 非該当 適用除外事業者

常時使用する従業員の数が
1,000 人以下

同一の大規模法人（※ 1）
が資本金又は出資金の額の
2分の 1以上を
所有している法人

2以上の大規模法人が
資本金又は出資金の額の
3分の 2以上を
所有している法人
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又
は

令
和
５
年
度
改
正
を
踏
ま
え
た
〜

　

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

経
営
強
化
税
制



3─8月号

⑷　

留
意
点

　

こ
の
制
度
を
適
用
し
た
場
合
、
研

究
開
発
税
制
を
除
き
、
租
税
特
別
措

置
法
で
定
め
ら
れ
た
圧
縮
記
帳
な
ど

と
の
重
複
適
用
は
で
き
ま
せ
ん
。
ま

た
、
一
つ
の
資
産
に
つ
い
て
こ
の
制

度
に
よ
る
特
別
償
却
と
税
額
控
除
を

重
複
し
て
適
用
す
る
こ
と
も
で
き
ま

せ
ん
。
な
お
、
対
象
資
産
が
複
数
あ

る
場
合
に
は
、
一
部
の
対
象
資
産
に

つ
い
て
は
特
別
償
却
を
適
用
し
、
他

の
対
象
資
産
に
つ
い
て
は
税
額
控
除

を
適
用
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

⑸　

令
和
５
年
度
税
制
改
正

　

令
和
５
年
度
の
税
制
改
正
で
は
、

対
象
と
な
る
資
産
に
つ
い
て
、
コ
イ

ン
ラ
ン
ド
リ
ー
業
（
主
要
な
事
業
で

あ
る
も
の
を
除
く
）
の
用
に
供
す
る

機
械
装
置
で
そ
の
管
理
の
概
ね
全
部

を
他
の
者
に
委
託
す
る
も
の
に
つ
い

て
は
、
除
外
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
上

で
、
指
定
期
間
が
令
和
７
年
３
月
31

日
ま
で
２
年
間
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

二　

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

⑴　

制
度
の
概
要

　

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
は
、
中

小
企
業
者
な
ど
が
中
小
企
業
等
経
営

強
化
法
の
認
定
を
受
け
た
経
営
力
向

上
計
画
に
基
づ
い
て
、
一
定
の
設
備

の
取
得
や
製
作
な
ど
を
し
た
場
合

に
、
即
時
償
却
や
税
額
控
除
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
す
。
こ
の

制
度
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
事

業
者
は
、
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
法
人
の

う
ち
、
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に

定
め
る
認
定
を
受
け
た
特
定
事
業
者

等
に
な
り
ま
す
。

⑵　

対
象
と
な
る
資
産

　

制
度
の
対
象
と
な
る
資
産
は
、
指

定
期
間
内
に
取
得
し
た
資
産
の
う
ち
、

①
生
産
等
設
備
を
構
成
す
る
機
械
装

置
・
工
具
・
器
具
備
品
・
建
物
附
属

設
備
・
一
定
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
で
あ

る
こ
と
、
②
中
小
企
業
等
経
営
強
化

法
に
規
定
す
る
経
営
力
向
上
設
備
等

に
該
当
す
る
こ
と
、
③
最
低
取
得
価

額
を
満
た
す
こ
と
、
の
３
つ
の
要
件

を
満
た
す
資
産
で
す（
下
表
参
照
）。

⑶　

特
別
償
却
限
度
額
・
税
額
控
除

限
度
額

　

特
別
償
却
を
適
用
す
る
場
合
の
償

却
限
度
額
は
、
取
得
価
額
か
ら
普
通

償
却
限
度
額
を
控
除
し
た
金
額
で

す
。
つ
ま
り
、
こ
の
制
度
を
適
用
す

る
と
、
取
得
価
額
の
全
額
を
即
時
に

償
却
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

税
額
控
除
を
適
用
す
る
場
合
の
税

額
控
除
限
度
額
は
、
取
得
価
額
の

10
％
で
す
。
た
だ
し
、
資
本
金
ま
た

は
出
資
金
の
額
が
３
０
０
０
万
円
を

超
え
る
法
人
は
、
取
得
価
額
の
７
％

に
な
り
ま
す
。
な
お
控
除
上
限
は
、

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
控
除
税

額
と
の
合
計
で
法
人
税
額
の
20
％
相

当
額
で
す
。
20
％
を
超
え
た
場
合
、

超
え
た
金
額
は
そ
の
事
業
年
度
で
控

除
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
翌
事
業
年

度
に
繰
り
越
さ
れ
ま
す
。

⑷　

令
和
５
年
度
税
制
改
正

　

令
和
５
年
度
の
税
制
改
正
で
は
、

対
象
と
な
る
資
産
に
つ
い
て
、
コ
イ

ン
ラ
ン
ド
リ
ー
業
又
は
暗
号
資
産
マ

イ
ニ
ン
グ
業
（
主
要
な
事
業
で
あ
る

も
の
を
除
く
）
の
用
に
供
す
る
機
械

装
置
で
そ
の
管
理
の
概
ね
全
部
を
他

の
者
に
委
託
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

除
外
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
上
で
、
指

定
期
間
が
令
和
７
年
３
月
31
日
ま
で

延
長
さ
れ
ま
し
た
。

表　中小企業経営強化税制の対象資産（経済産業省資料より）
類型 要件 確認者 対象設備 その他の要件

生産性向上設備
（A類型）

生産性が旧モデル比で年平均
1％以上向上する設備 工業会等

機械装置
（160万円以上）
工具・器具備品
（30万円以上）
建物附属設備
（60万円以上）
ソフトウェア
（70万円以上）

・	生産等設備を構
成するもの

・	国内への投資で
あること

・	中古資産や貸付
資産でないこと

　など

収益力強化設備
（B類型）

投資収益率が年平均5％以上の
投資計画に係る設備

経　済
産業局

デジタル化設備
（C類型）

可視化、遠隔操作、自動制御化
のいずれかを可能にする設備

経営資源集約化設備
（D類型）

修正ROAまたは有形固定資産
回転率が一定の割合以上の投資
計画に係る設備

※　A類型については、対象設備の工具、ソフトウェアは一定のものに限られています。



8 月号─4

　スマホやタブレット端末での電子納税証
明書（PDF）の交付及び納税証明書の郵送
による書面交付については、e-Taxソフト
のWEB版に加え、SP版（スマホ利用者向け）
から申請が可能です。
　これにより、税務署窓口に行かずとも請
求から受取まで非対面で交付が可能となり、
手数料も1税目1年度1枚あたり370円（書
面での請求は同400円）と安くなっています。
　また、期限内であれば、書面として何枚
も印刷することができ、ダウンロードした
電子データは何度でも使用することができ
ます。
　電子申請にはマイナンバーカード（法人
の場合は代表者本人）が必要となります。
　納税証明書の請求及び受
取には、この他にもオンラ
イン請求し税務署窓口で受
け取ることも可能です。

スマホ等による電子納税証明
書等の申請

費
弁
償
分
の
宿
泊
費
と
交

通
費
の
ほ
か
、
登
録
免
許
税
の
立
替

金
が
含
ま
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
れ
ら

の
費
用
は
当
社
の
課
税
仕
入
に
な
り

ま
す
か
。　

弁
護
士
の
業
務
に
関
す
る

報
酬
又
は
料
金
は
、
弁
護
士

が
そ
の
業
務
の
遂
行
に
関
連
し
て
依

頼
者
か
ら
支
払
を
受
け
る
一
切
の
金

銭
を
い
う
も
の
と
解
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
従
っ
て
、
実
費
弁
償
分
の
宿
泊
費

や
交
通
費
も
弁
護
士
の
報
酬
又
は
料

金
に
含
ま
れ
、
役
務
の
提
供
の
対
価

と
し
て
、課
税
仕
入
に
該
当
し
ま
す
。

　
た
だ
し
、
依
頼
者
が
本
来
納
付
す

べ
き
登
録
免
許
税
に
つ
い
て
は
、
弁

護
士
に
お
い
て
報
酬
又
は
料
金
と
明

確
に
区
分
し
、
立
替
金
と
し
て
い
る

場
合
に
は
、
御
社
が
登
録
免
許
税
を

負
担
し
た
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
そ

の
支
払
に
は
消
費
税
は
課
税
さ
れ
ま

せ
ん
か
ら
、
御
社
の
課
税
仕
入
に
は

該
当
し
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

実
費
弁
償
金
の
消
費
税
課
税

　
弁
護
士
へ
の
支
払
に
、
実

QA

暑中のご挨拶
　暑中お見舞い申し上げます。
　新型コロナ感染症法上の位置付けが 5月 8日から「5類」に引き下げられました。こ
れを受けて経済活動等もコロナ以前に向けて戻っていきますが、早い回復を促すために
も政府の継続的な支援策が期待されます。
　令和 5年度税制改正では、10 月からスタートするインボイス制度の円滑な実施に向
けた所要の措置として、免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場合の納税額に
係る負担軽減措置や課税売上高が 1億円以下である事業者に対する事務負担軽減措置な
どが手当てされました。また、電子帳簿等保存制度について電子取引データを保存要件
に従って保存することができなかったことにつき相当の理由がある事業者等に対して新
たな猶予措置が令和 6年 1月から講じられます。
　労務関係では、4月 1 日以降、すべての事業所において月 60 時間を超える法定時間
外労働をさせた場合、その超えた部分については割増賃金率が 50％以上の割増賃金を
支払うこととなっています。また、賃金の支払方法について労働者の同意を得た上でデ
ジタル払いが可能となりました。デジタル払いを行うためには就業規則の変更などの手
続きが必要になりますので実施にあたっては注意が必要です。
　皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。


